
 

 

原子力機構 

「2025年度環境報告書」 
2025年度における原子力機構の環境配慮活動報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2026年 9月 30 日 
国立研究開発法人 

日本原子力研究開発機構 



2025年度環境報告書について 
本報告書は、環境配慮促進法に基づき、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機

構」という。）の 2025 年度における環境配慮活動について取りまとめたものです。本報告書を通じて、
原子力機構の環境配慮活動への理解を深めていただくとともに、当機構の事業活動に対する一層の御理
解と御支援につながれば幸いです。 
なお、本報告書は「原子力機構 2025 年度事業報告書」に記載している「環境負荷の低減に向けた取

組の状況」について、具体的な内容を紹介するものです。また、本報告書における機構の概要に関する記
載の一部は、「原子力機構 2025 年度事業報告書」から転載しています。本報告書と併せて、原子力機
構の研究開発をはじめとする幅広い活動については、同報告書をお読みいただけますと幸いです。 

「原子力機構 2025 年度事業報告書」： 
https://www.jaea.go.jp/study_results/annual_report/ 

● 報告対象範囲 
P.17 に示す原子力機構全拠点のうち国内の活動が報告対象範囲となります。 

● 報告対象期間 
2025 年度（2025年 4月～2026年 3月） 
ただし、一部対象期間外の情報も含みます。 

● 数値の表記法 
本報告書に掲載した数値は、原則として有効数字 2 桁で表記しているため、合計値や比率等が一致し
ない場合があります。 

● 問合せ 
 環境配慮活動に関するお問合せは次のメールにお願いいたします。 

mailto:kankyo@jaea.go.jp 

https://www.jaea.go.jp/study_results/annual_report/
mailto:kankyo@jaea.go.jp
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目標達成志向で行動する

・ 健全な組織文化の醸成

・ 多様な社会ニーズに応えるための強力な研究開発力

・ エクスプラネーションからアカウンタビリティへ

・ 先手の安全・リスク対応

・ 専門性の向上と責任の自覚

行動基準

「ニュークリア×リニューアブル」で拓く新しい未来

ビジョン（目指す将来像）

国立研究開発法人
日本原子力研究開発機構 理事長

原子力科学技術を
通じて人類社会の福祉と
繁栄に貢献する

原子力機構は、原子力に関する総合的な研究開発機関です。

国の策定した中長期目標に従って、原子力の安全性向上研究、
核燃料サイクルの研究開発、原子力の基礎基盤研究、
東京電力福島第一原子力発電所事故への対応や

放射性廃棄物処理・処分技術開発などに取り組んでいます。

理事長メッセージ
理事長の理念や運営上の方針・戦略

経営理念：
https://www.jaea.go.jp/about_JAEA/philosophy.html
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年度の振り返り
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中長期目標、中長期計画を達成し社会へ貢献
理事長の理念や運営上の方針・戦略

2050年
脱炭素社会

原子力機構の研究開発が貢献する主なSDGs

業務の成果

*  原子力機構では、2023年4月1日に新しい経営理念を策定しました。あ
らゆる他分野（リニューアブル関連技術）との親和性を高め、協調・連携
することにポイントを置いた、「『ニュークリア×リニューアブル』で拓く新
しい未来」を新たなビジョンとして定めています。

*  2025年2月に閣議決定された第7次エネルギー基本計画にも「再生可能
エネルギーと原子力の最大活用」が明記されました。

業務の基盤が貢献する主なSDGs

高レベル放射性廃棄物の
処理処分に関する技術開発の

着実な実施

我が国全体の研究開発や
人材育成に貢献する

プラットフォーム機能の充実

Direction Ⅰ
原子力機構の研究スキーム
―ウラン資源が持つポテン
シャルの最大活用に向けて―

Direction Ⅱ
原子力の

安全安心に向けた
取組

安全性向上等の
革新的技術開発による

カーボンニュートラルへの貢献

原子力科学技術に係る
多様な研究開発の推進による
イノベーションの創出

安全を最優先とした持続的な
バックエンド対策の着実な推進

東京電力福島第一原子力
発電所事故の対処に係る
研究開発の推進

原子力安全規制行政及び
原子力防災に対する支援と
そのための安全研究の推進

原子力科学技術を
最大限に活用

ア×リークリア××リニュー×
い未来**

目指す将来像ビジョン 

経営理念：
https://www.jaea.go.jp/about_JAEA/philosophy.html
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「ニュークリア×リニューアブル」
ビジョンを策定し
3つの柱を提示

マネジメント改革による変革と成果
―新たな価値創造に向けて―

理事長の理念や運営上の方針・戦略

政府は、2023年2月に2050年の脱炭素社会の実現を掲げる「GX（グリーントランスフォーメーション）ポリ
シー」を策定しました。この方針を踏まえ、2025年2月には「第7次エネルギー基本計画」を閣議決定しました。
これら2つの政府方針により、原子力エネルギー利用の位置付けは転換点を迎えました。さらに、不安定化する
世界情勢によりエネルギー安全保障上のリスクが高まっており、資源の乏しい我が国においては国家の安全保
障上の課題解決策として、原子力に対する期待が一段と高まっています。
こうした政府の方針を受け、政策を現実化する役割を担う当機構は、2023年4月に新たなビジョン「『ニュークリ
ア×リニューアブル』で拓く新しい未来」を策定し、研究開発の3つの柱としてSynergy／Sustainable／Ubiquitous

を掲げました。これにより、原子力と再生可能エネルギーの融合による価値創出と持続可能性を追求することを自
らの進むべき道筋として明確にしました。しかし、従来の研究開発をベースにした価値創造の基盤（人員・施設・
予算）の中で、急速に高まる社会からの期待にどのように応えていくかが当機構における大きな課題でした。
よって、当機構は、2024年からマネジメント改革（組織・業務プロセス・人材・組織文化）に着手し、価値創造

の基盤整備と国際連携の拡充を進めることで、この課題に対応することとしました。
2025年度は、マネジメント改革の取組が徐々に功を奏し、少しずつ「蕾（つぼみ）」がつき始めた年でした。改

革の効果として、組織・人材・プロセスが再構築され、実務の現場で成果が創出され始めました。ウラン蓄電池
のフロー化、幌延地下研究施設整備（地下500ｍ）の早期完遂、企業連携の一層の拡大、そして設立20周年報
告会におけるアカウンタビリティの発揮―この他にも、研究開発部門とコーポレート部門が一体となって計
画を確実に遂行した事例が多数現れています。
これらの事例は、組織のレジリエンスが着実に向上したことを示しています。一方で、業務プロセス改革により経
営資源の「見える化」を進めたことで、「経営資源の最適配分」という新たな課題が明確になりました。より付加価値
の高い研究開発に資源を集中できるよう、戦略立案機能を一段と強化し、資源配分の仕組みを高度化してまいります。
当機構は、国民の皆様に価値を提供し、2050年の脱炭素社会の実現に貢献できるよう役職員一丸となって

たゆまず進化し続けます。

第4期中長期計画開始
2022

発 芽
2023

成 長
2024 蕾

2025
果 実

2023.2
GXポリシー

2025.2
第7次エネルギー基本計画

Synergy

Sustainable

Ubiquitous

マネジメント改革

• 組織改革
• 業務プロセス改革
• 人材改革
• 組織文化の改革

外部との連携強化

• 国際社会との連携

組織改革（組織運営体
制を柔軟に運用）により
研究開発を加速
⇒ウラン蓄電池のフロー化

業務プロセス改革を
通じたプロジェクト
遂行能力の向上
⇒ 幌延地下研究施設整備
（地下500ｍ）の早期完遂

マネジメント改革が
もたらした組織文化の醸成
⇒設立20周年機構報告会にて、
ステークホルダーの皆さまへ
成果を発信

人材改革により個人及び
組織の自律性を高め、
社会のニーズに応じた
貢献ができる人材を輩出
⇒ 企業連携、スタートアップの加速

社会に
新たな価値を提供し

2050年の
脱炭素社会の
実現に貢献

•  経営資源の見える化により最適配
分が新たな課題として明確化

 戦略立案機能を強化し、資源配
分の仕組みの高度化を目指す
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業務の成果

原子力機構の研究スキーム―ウラン資源が 

脱炭素社会の実現やエネルギー安全保障の重要性が国内外で一層高まる中、資源小国である我が国
にとって、限られたウラン資源を最大限に有効活用することは、エネルギーの安定供給の観点からも不
可欠な課題となっています。

持つポテンシャルの最大活用に向けて―

発電だけではもったいない、他産業との連携による価値創造！
原子炉から発生する中性子を利用した新材料・医薬品の創出による国民福祉の向上への貢献

使われていないウランを、
再生可能エネルギーを支える力に！
もえないウランを使った電力系統用蓄電
池の開発による再エネ安定化への貢献　

使用済燃料の再資源化、
新たな価値を創造し社会へ提供！
長年培ってきた分離技術の高度化
によるレアアース等の有価元素を
回収・再資源化

ウラン資源の持つエネルギーの最大活用 ウラン資源の有効活用と確保 再資源化・安全処分の一体的推進

高温の熱を有効利用！
高温ガス炉を活用した水素・熱利用による
脱炭素化への貢献

Ubiquitous

UbiquitousSynergy

エネルギーの自給率アップに向け、
未来の原子炉開発中！
高速炉サイクルを基盤としたエネルギーの
安定供給の確立　

Sustainable UbiquitousSynergy

Synergy

ウラン資源の安定供給！
バイオマス資源を活用した
海水ウランの回収によるエネル
ギー資源の安定確保

未来の安心をつくり、
ウランの活用を支える！
実際の深地層での試験研究等を通
じて、高レベル放射性廃棄物の地層
処分技術の確立に貢献

Ubiquitous

Ubiquitous

Sustainable

Sustainable

高レベル放
射性廃棄
物の減容・
有害度低
減に貢献

回収したアメリ
シウムを利用し
た半永久電池
の開発による月
面等でのメン
テナンスフリー電源の開発

こうした背景のもと、原子力機構では、既存のウラン資源の利用プロセスに係る課題の解決だけで
なく、元来、ウラン資源が持っているポテンシャルを最大限に引き出すための様々な研究開発にも取
り組んでいます。
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業務の成果

世界初の実証に成功！ウランレドックスフロー電池を開発Synergy

原子力機構では、大容量蓄電池開発として、もえないウラン（劣化
ウラン）を使った新しい蓄電池「ウランレドックスフロー（URF）蓄電
池」の開発を進めています。URF蓄電池は、ウランの酸化還元反応
を利用して充電と放電を行う仕組みで、液体をポンプで循環させな
がら電気を貯めるタイプの蓄電池です。この方式は、性能が落ちにく
く長寿命であること、大容量化が容易であることが特長です。
また、原料となる劣化ウランは国内に大量に存在し、100％国産
で調達できるため、エネルギー安全保障の面でも大きなメリットが
あります。劣化ウランを「貯蔵するだけのもの」から「電気を貯める
資源」へと変えることで、国内に眠る劣化ウランに新しい資源価値
を付与することができ、資源循環の観点からも意義があります。

URF蓄電池は大量の電気を貯めることができ、例えば650トンの劣化ウランを使うと約3万kWh（約3,000

世帯分/日）の電力を蓄えることができます。
この大容量貯蔵能を活かし、太陽光や風力の余った電気を貯めて必要なときに使うことで、電力のピークを
ならしたり、停電を防いだりすることができます。再生可能エネルギーは天候によって発電量が大きく変わる
ため、安定した電力供給のためには蓄電技術が欠かせません。

URF蓄電池は性能劣化が少なく長寿命であるため、長期運用を前提とした大規模蓄電設備として適してい
ます。将来的には、地域の電力網や再生可能エネルギー中心の社会を支える重要なインフラとして活用される
ことが期待されています。

2025年度は、ウランを使った新しい蓄電池「ウランレドックスフロー電池（URF

電池）」の開発で、世界的にも大きな成果を挙げました（2026年3月プレス発表）。
特に、ウランと鉄の溶液を使った試作単セルで、世界で初めて充放電の実証に成
功したことは大きな前進です。さらに、原理実証に関する特許出願も完了しました。
また、劣化ウランから電池溶液をつくる技術やスケールアップ設計を担当する
特別エンジニアチームを新たに設置し、開発体制を強化しました。これらの成果
により、再生可能エネルギーと原子力をつなぐ新しい蓄電技術の実現に向けて、
大きく前進した一年となりました。

メガソーラー発電所や洋上風力発電などの大規模な発電プラントの導入による再生可能エネルギーの主
力電源化にあたり、政府は、第7次エネルギー基本計画において、大型蓄電システム（系統用蓄電池）を調
整電源の一つに位置付けています。
このような背景から、大規模な再生可能エネルギー発電への対応を目指し、ウラン蓄電池の大容量化に
関する開発を進めています。

NXR開発センター
大容量蓄電池開発特別チーム
植野研究員

NXR開発センター
大容量蓄電池開発特別チーム
大内研究副主幹

再生可能エネルギー

原子力発電所

天然ウラン

電力消費地

使う
使う

99.399.3%%

0.70.7%%

発電に
使う

ウラン

燃えないウラン
日本で約16,000t

●  保管場所が
必要

●  処分場所が
必要

●  予算も必要

風力発電

＜2024年度成果＞
ウランと鉄を用いる「ウラン蓄電池」を世界で
初めて開発

再生可能エネルギーの余剰電力を貯めれば…電力を有効に活用できる！

太陽光発電 など

レドックスフロー蓄電池では、電解液を貯める場所（タンク）
が、充放電を起こす場所（電極部）と分離しています（右頁の図）。
電解液はポンプによってタンクと電極部の間を循環しており、

充電した電解液を外付けしたタンクに貯めることで蓄電ができ
る仕組みになっています。
タンクと電極部それぞれの数や大きさを変えることで、蓄電
容量や出力を増やすことができることから、蓄電池の大容量
化と相性が良いとされています。

プレスリリース：外付けタンクに電気を貯める「レドックスフロー蓄電池」を開発！
―ウラン蓄電池のフロー化で、劣化ウランを資源化する大容量蓄電技術に光―
https://www.jaea.go.jp/02/press2025/p26031902/

WEBサイト

使う！

貯める！

ウラン蓄電池をベー
スにした「レドックス
フロー蓄電池」を開発

2025年度
成果

使う！未来のくらしに安心を

住宅 ビル 工場 など電車
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高温ガス炉と水素・熱利用研究－カーボンニュートラル実現に貢献－

HTTRに水素製造施設を接続するため、昨年度、原子力
規制委員会に申請した原子炉設置変更許可の審査を進
め、水素製造施設に対する原子炉等規制法の適用範囲を見
直し、補正を行いました。今後は、HTTRに接続する水素
製造施設を設置し、水素製造技術を確証する計画です。原
子炉設置変更許可申請書の補正では、原子力規制委員会と
の議論を何度も重ねた結果、原子炉等規制法の適用範囲は
原子炉建家隔離弁まで、水素製造施設は範囲外とし、今後
の審査を進めることに合意しました。
この考え方は、実証炉における適用法規の範囲を検討する

際の基礎となります。一般産業法規の適用範囲が広がること
で、設計・調達の柔軟性が高まり、産業界の参入が促進され
ることが期待できます。なお、原子炉設置変更許可の審査は
原子力機構が想定したスケジュールより時間を要する状況に
あります。

2030年代前半の実証炉の運転開始を目指す英国に対し
て、英国国立原子力研究所（UKNNL）と連携し、実証炉の
設計や規制に関する技術会合を開催し、実証炉プログラム
Phase B（基本設計）及び燃料プログラムStep1（燃料製造
技術開発）を完了しました。
また、英国原子力規制局と高温ガス炉の安全性に関する
情報交換のための取決め延長に合意しました。2030年代
後半の高温ガス炉実証炉の運転開始を目指し、原子力学会
において実証炉の許認可に向けた安全基準の考え方に関
する最終報告書作成を完了するとともに、機械学会におい
て実証炉及び実用炉の構造設計規格策定に向けてガイドラ
インの素案作成を完了しました。

2030年までにHTTRの熱により水素を製造することで、
大量かつ安定したカーボンフリー水素製造により、大量の
水素需要が見込まれる製鉄等の産業部門のカーボンニュー
トラル実現に貢献します。
英国で実証・社会実装した高温ガス炉技術、許認可の経
験や社会実装において得られた社会科学的知見を我が国
に還元します。また、将来の国内高温ガス炉実証炉用燃料
の調達先の一つのオプションとします。

高温ガス炉は優れた安全性を有し、二酸化炭素を排出することなく高温の熱を供給可能であることから、安
定的に大量のカーボンフリー水素を製造することが期待できます。このような背景を踏まえ、「GX実現に向け
た基本方針」(2023年2月10日閣議決定)において、高温ガス炉は、開発・建設に取り組む次世代革新炉に選
定され、2030年代の運転開始を目標とする実証炉開発工程が示され、これに基づき高温ガス炉実証炉及び関
連する研究開発を進めています。

HTTRによる水素製造技術実証に向け、原子炉設置変更許可を補正

高温ガス炉実証炉に向けた英国との連携、学会での議論を推進

産業部門のカーボンニュートラル実現に貢献

水素社会の実現に向けた高温ガス炉プロジェクト

業務の成果

Synergy Ubiquitous

高温ガス炉は、900℃を超える高温の熱を原子炉から取り出すことが可能であり、これを用いて脱炭素化
が困難とされる製鉄分野、化学工業分野等へ水素、高温蒸気等を供給することで2050年温室効果ガス排出
ネットゼロに貢献します。
我が国においては、カーボンフリー水素の安定供給を目的として実証炉の開発が進められており、原子力

機構の高温ガス炉開発ではHTTR（高温工学試験研究炉）に水素製造施設を接続したHTTR-熱利用試験を
行い、高温ガス炉による大量かつ安定した水素製造技術を確立することを目指します。
また、英国などとの
国際的な連携を通じて
得られた成果を日本の
技術開発に還元すると
ともに、高温ガス炉の
実用化に向けて、産学
官と協力し、安全基準
の考え方及び構造設計
基準の規格化の検討を
行います。

日本原子力研究開発機構（JAEA：小口理事長（左））は、英国
原子力規制局（ONR：フィナーティCEO（右））と高温ガス炉
の安全性に関する情報交換のための取決めの延長に合意

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会　
革新炉ワーキンググループ 次世代革新炉開発ロードマップ（2026.4.8）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/kakushinro_wg/20260408_roadmap.html

HTTR-熱利用試験施設における
適用法規の分界点
https://www.jaea.go.jp/02/press2025/

p25092603/

https://www.jaea.go.jp/02/press2025/

p25091601/

YouTubeWEBサイト
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高速炉実証炉開発と実験炉「常陽」の活用

高速炉による核燃料サイクルの社会実装に向けた取組

大型ナトリウム試験施設のナトリウム加熱器点火

「常陽」における医療用アクチニウム225製造試験装置の整備

Synergy Sustainable Ubiquitous

高速炉は、高レベル放射性廃棄物の減容化や有害度の低減、さらには長期にわたるエネルギーの安定供
給を可能とする資源の有効利用など、核燃料サイクルの効果を一層高めることが期待されています。加えて、
外部電源が喪失した場合でも原子炉の自然冷却が可能であるなど、高い安全性を備えた設計を実現できる
特長も有しています。原子力機構は、これまで実験炉「常陽」、原型炉「もんじゅ」で得られた成果を活かし、
原子力関係閣僚会議で定められた「戦略ロードマップ」に基づき、高速炉実証炉の開発を進めています。

高速炉実証炉の開発については、2028年度までの計画で電気出力60万kW級のナトリウム冷却炉の概念
設計を中核企業と連携して進めています。併せて、概念設計期間中により安全性を高めるための研究開発（地
震の影響緩和、シビアアクシデント対策等）を進めています。さらに、高速炉燃料の再処理及び燃料製造技術（燃
料サイクル技術）についても、燃料製造施設や実用システムの検討を実施しています。
また、「常陽」は実証炉の初期燃料や実用炉の炉心性能高度化に必要な照射データ取得に不可欠な施設で
あり、運転再開に向けて、新規制基準への適合に係る許認可手続及び必要な安全対策工事を着実に進めて
います。なお、原子力規制庁による設計及び工事計画の認可申請の審査は、原子力機構が当初想定したス
ケジュールよりも時間を要する状況にあります。
これらの研究開発により、高速炉による核燃料サイクルを実現し、ウランという有限資源の有効利用を可
能とすることで、核燃料のリサイクルにより新たな核燃料資源輸入を不要とします。さらに、国産技術の導入
により、海外情勢に左右されない安定エネルギーを確保し、エネルギーセキュリティの強化に貢献します。
ひいては、日本社会が目指すカーボンニュートラル・持続可能性の実現へ貢献していきます。

高速炉実証炉サイクルの検討においては、政府によるプロジェクト全体戦略のマネジメントの下で、原子力機構は
専門性を活かした研究開発を進めるとともに、多くのステークホルダーからなる開発のマネジメントを担っております。
高速炉実証炉の開発成果については2026年2月26日に開催された国の原子力小委員会革新炉ワーキンググ

ループにおいて、高速炉実証炉の概念設計と関連する研究開発の状況、燃料サイクル技術の具体的な検討の状
況が確認されるとともに、実施主体、立地場所検討、許認可プロセス、燃料製造施設を含めた開発ロードマップ
（案）が改めて確認されました。引き続き、高速炉の社会実装に向けた取組を着実かつ計画的に進めていきます。

冷却系機器開発試験施設（AtheNa）は、高速炉実証炉の機器の技術実証等に関し、LPガスの燃焼により
原子炉における発熱を模擬し、冷却材であるナトリウムを用いた試験研究を実施する施設です。現在、本施
設の整備を進めており、2025年度は高温の液体ナトリウムを現在計画中である試験ループに供給するナト
リウム加熱器の点火に至りました。

昨今、放射性物質（ラジオアイソトープ）を体内に投与するがん治療に
対し、高い関心が寄せられています。アクチニウム225はα線を4回放出
することから、内用療法（RIを体内に投与する放射線治療）による治療
効果が高く、世界的に治験・臨床研究の競争が激化しており、国際的に
供給不足となっています。
「常陽」は、高速中性子（エネルギーの高い中性子）を使うことから
アクチニウム225を産み出すための照射性能に優れており、加えて
照射後には隣接する照射燃料集合体試験施設（FMF）においてアク
チニウム225を抽出するための化学処理が迅速に可能という特長が
あります。原子力機構では、アクチニウム225の製造実証を進めてお
り、関連する試験装置の設計・整備を進めています。これらの研究
開発を通じ、原子力機構は国民福祉向上へ貢献していきます。

アクチニウム225抽出のために照射燃料集合体試
験施設に設置されたグローブボックス

業務の成果

WEBサイト
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業務の成果

私たちの身の回りには、廃木材や古紙に含まれる
セルロース、カニやエビの殻に含まれるキトサン、動
物の骨など、これまで十分に活用されず捨てられて
きたバイオマス資源があります。関根バイオマス資源
開発ラボでは、こうした天然由来の資源を使って、水

をきれいにしたり、役に立つ金属を回収したりできる
新しい材料を作る研究を進めています。資源やエネ
ルギーの不足、環境汚染が社会の課題となる中、捨
てられていたものを有効利用し、環境を守りながら
資源を再利用できる技術が必要とされています。

2025年度は、セルロースやキトサンを使った材料
の研究を進め、新しい成果を得ました。キトサンから
作ったスポンジ状の材料では、水をよく通しながら、
銅や鉛などの有害な金属を取り除けることを確認し
ました。
また、セルロースを使った材料では、海水の中に
ごくわずかに含まれる天然ウランを回収できること
を確認しました。海水にはウランが少ししか含まれて
いないため、効率よく集めることが難しく、材料の形
や表面の工夫に苦労しました。現在は、特許出願や
論文発表に向けた準備を進めています。

Nankawa, T., Sugita, A., Fukakusa, C., Yamada, T., Sekine, 

Y. “Freeze-crosslinked biomass-based chitosan sponge

hydrogels with metal-induced mechanical enhancement for

high-performance Cu2+ and Pb2+ adsorption.” Separation

and Purification Technology, Vol. 378, 134780, 2025.

Sekine, Y.*, Honda, M., Sugita, A., Nankawa, T., Sakanaka,

R., Ikeda-Fukazawa, T., Ariga, K. “Polydopamine-Coating

Nanoarchitectonics of Cellulose Hydrogels with Promoted

Sustainable and Alkali-Resistant Natures for 3D Cell Culture

Application.” ACS Applied Materials & Interfaces, published

online September 17, 2025.

関根バイオマス資源開発ラボメンバー

パイオニアラボ
―捨てられていた天然資源から、水をきれいにする材料へ―

Ubiquitous

水を守り、資源を生み出す未来の技術へ
この研究で作った材料は、工場排水や汚れた水か

ら有害な金属を取り除いたり、海水や廃液から貴重
な資源を回収したりする技術に役立つと期待されて
います。特に、海水から天然ウランを回収できれば、
日本のエネルギー資源を安定して確保することにつ
ながります。
また、これまで捨てられていたバイオマス資源を使

うため、ごみを減らし、環境にやさしい社会づくりに
も役立ちます。将来は、資源不足や環境問題の解決
につながる技術として、社会で活用されることを目指
しています。

海水から天然ウランを回収し、有害な金属も取り除くことに成功

WEBサイト
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国の政策における原子力機構の位置付け及び役割

原子力機構は、「原子力基本法第二条に規定する
基本方針に基づき、原子力に関する基礎的研究及び
応用の研究並びに核燃料サイクルを確立するため
の高速増殖炉及びこれに必要な核燃料物質の開発
並びに核燃料物質の再処理に関する技術及び高レ
ベル放射性廃棄物の処分等に関する技術の開発を

総合的、計画的かつ効率的に行うとともに、これら
の成果の普及等を行い、もって人類社会の福祉及び
国民生活の水準向上に資する原子力の研究、開発
及び利用の促進に寄与すること」を目的として設立
されています。

法人の目的

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法 第四条：
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=416AC0000000155

（ⅰ） 原子力に関する基礎的研究
（ⅱ） 原子力に関する応用の研究
（ⅲ） 核燃料サイクルを技術的に確立するために必要な業務で次に掲げるもの
イ 高速増殖炉の開発（実証炉を建設することにより行うものを除く。）及びこれに必要な研究
ロ イに掲げる業務に必要な核燃料物質の開発及びこれに必要な研究
ハ 核燃料物質の再処理に関する技術の開発及びこれに必要な研究
ニ ハに掲げる業務に伴い発生する高レベル放射性廃棄物の処理及び処分に関する技術の開発及びこれに必要な研究
（ⅳ）（ⅰ）から（ⅲ）までに掲げる業務に係る成果の普及及びその活用の促進
（ⅴ） 放射性廃棄物の処分に関する業務で次に掲げるもの（ただし、原子力発電環境整備機構の業務に属するものを除く。）
イ  機構の業務に伴い発生した放射性廃棄物及び機構以外の者から処分の委託を受けた放射性廃棄物（実用発電用原子炉等から発生したものを
除く。）の埋設の方法による最終的な処分

ロ  埋設処分を行うための施設の建設及び改良、維持その他の管理並びに埋設処分を終了した後の埋設施設の閉鎖及び閉鎖後の埋設施設が所
在した区域の管理

（ⅵ） 機構の施設及び設備を科学技術に関する研究及び開発並びに原子力の開発及び利用を行う者の利用に供すること
（ⅶ） 原子力に関する研究者及び技術者の養成並びにその資質の向上
（ⅷ） 原子力に関する情報の収集、整理及び提供
（ⅸ） （ ⅰ）から（ⅲ）までに掲げる業務として行うもののほか、関係行政機関又は地方公共団体の長が必要と認めて依頼する原子力に関する試験及

び研究、調査、分析又は鑑定
（x）  科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成二十年法律第六十三号）第三十四条の六第一項の規定による出資並びに人的及

び技術的援助のうち政令で定めるものを行うこと
（xi）（ⅰ）から（x）までの業務に附帯する業務
（xii） 特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成六年法律第七十八号）第五条第三項に規定する業務
（xiii）（ ⅰ）から（xii）までの業務のほか、これらの業務の遂行に支障のない範囲内で、国、地方公共団体その他政令で定める者の委託を受けて、これ

らの者の核原料物質（原子力基本法第三条第三号に規定する核原料物質をいう。）、核燃料物質又は放射性廃棄物を貯蔵し、又は処理する業務

原子力機構における政策体系図

原子力基本法
（原子力機構を含め、国の原子力研究、
利用について定めるもの）

【国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法】（原子力機構の目的、業務の範囲を示すもの）

【国の政策】

原子力基本法：
https://elaws.e-gov.go.jp/

document?lawid=330AC1000000186

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法 第十七条：
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=416AC0000000155

原子力機構は、国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構法第四条の目的を達成するため、以下
の業務を行います。

（（ⅰ）及び（ⅱ）にあっては、国立研究開発法人量子
科学技術研究開発機構法第十六条第一号に掲げる
業務に属するものを除く。）
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原子力機構では、独立行政法人通則法に従い、主
務大臣が定める中長期目標に基づき策定した中長期
計画、更に中長期計画を達成するために年度 に
定める年度計画に基づいて業務を実施しています。
第３期中長期目標期間の最終年度である2021年

度に主務大臣によって第４期中長期目標が定められ
ました。第４期中長期目標においては2022年度か
ら2028年度までの7年間の原子力機構の目標を定
めており、策定に当たっては、以下のような考え方
が基本とされています。

【第４期中長期目標における基本的な考え方】
①  エネルギー安全保障、科学技術･学術･産業の発展
における原子力の重要性

②カーボンニュートラルへの貢献等に係る政策的期待
③  多面化･複雑化するデジタル化、新たな価値実現等
に係る政策的課題への対応

④  安全最優先の下、研究開発活動とバックエンド対策
との両立

⑤  重要課題である革新炉開発、軽水炉の一層の安
全性等の向上、デジタルトランスフォーメーション
（DX）によるイノベーション創出
⑥  我が国全体の研究開発･人材育成基盤の維持･強
化への貢献

⑦ 新たな価値創出に向けた総合知の創出･活用の推進
⑧  分かりやすい情報発信・双方的なコミュニケーショ
ン活動の推進

中長期目標に基づき策定した第４期中長期計画及び2025年度の年度計画においては、国の政策や原子力
機構を取り巻く様々な社会課題等を踏まえ、以下の研究開発を実施することとしています。

1. 安全性向上等の革新的技術開発によるカーボンニュートラルへの貢献
2. 原子力科学技術に係る多様な研究開発の推進によるイノベーションの創出
3. 我が国全体の研究開発や人材育成に貢献するプラットフォーム機能の充実
4. 東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発の推進
5. 高レベル放射性廃棄物の処理処分に関する技術開発の着実な実施
6. 安全を最優先とした持続的なバックエンド対策の着実な推進
7. 原子力安全規制行政及び原子力防災に対する支援とそのための安全研究の推進

中長期目標、中長期計画及び年度計画：
https://www.jaea.go.jp/about_JAEA/business_plan.html

中長期目標、中長期計画及び年度計画の概要
業務の基盤
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埋設事業センター

沿革

組織概要

「日本原子力船研究開発事業団」

「量子科学技術研究開発機構」

統合（1985年）

動燃改革

一部業務の移管（2016年4月1日）

1956年
「日本原子力研究所」発足

2015年4月1日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構へ改称

２
０
０
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年
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年
）
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法
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等
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閣
議
決
定
２
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１
年
）

1956年
「原子燃料公社」発足

1967年
「動力炉・核燃料開発事業団」発足

1998年
「核燃料サイクル開発機構」発足

本部組織

領 域

拠点組織

安全・核セキュリティ統括本部

エネルギー研究開発領域

研究開発推進部

最高経営リスク管理責任者

最高研究開発責任者

福島廃炉安全工学研究所

原子力安全・防災研究所

東濃地科学センター

原子力科学研究所

幌延深地層研究センター

Ｊ‐ＰＡＲＣセンター

青森研究開発センター

大洗原子力工学研究所

敦賀事業本部

海外事業統括部

人材開発部総務部

研究開発力強化領域

国際部

監査室 統括監査の職

建設部 システム計算科学センター

原子力人材・核不拡散・
核セキュリティ総合支援センター

財務契約部

バックエンド領域

経営企画部

監事（2名）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法（平成十六年法律第百五十五号）

常勤職員（定年制職員数）は2025年度末におい
て3,078人（前期末比–27人）であり、平均年齢は
42.6歳（前期末42.7歳）となっています。常勤職員

（定年制職員数）に、国など又は民間からの出向者は
含まれておりません。なお、定年延長により、2026

年3月31日の定年退職者は発生しておりません。

設立の根拠となる法律名

職員の状況

組織体制（2026年3月末現在）

人形峠環境技術センター

新型転換炉原型炉ふげん

高速増殖原型炉もんじゅ

高速炉サイクルプロジェクト推進室
高温ガス炉プロジェクト推進室

理　事　長
副 理 事 長
理　　　事（6名）

核燃料サイクル工学研究所

基本情報
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主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況
法人の名称 業務の概要 原子力機構との関係

（一財）原子力機構互助会 原子力機構の役員、職員及びその他の雇用者並びにこの法人の常勤役員及び雇用者の福利厚生の増
進を図るとともに、原子力機構の業務の進展に寄与することを目的とし、その達成のための事業を行う。 関連公益法人

（公財）放射線計測協会
放射線計測の信頼性向上に必要な事業を実施するとともに、その成果の活用及び放射線計測に係る
技術教育を行うことにより、原子力・放射線の開発及び利用の健全な発展並びに安全･安心な社会の
実現に寄与することを目的とし、その達成のための事業を行う。

関連公益法人

（公財）日本分析センター
環境中の物質に含まれる放射性物質の分析及び測定その他各種物質の分析及び測定、これに関する
調査研究などの事業を行い、国民の健康と安全の向上に寄与するとともに、あわせて学術及び科学
技術の振興を目的とする。

関連公益法人

（一財）放射線利用振興協会 放射線利用を振興するとともに、原子力の利用に係る知識及び技術の普及を推進することにより、国民
生活の向上及び持続発展可能な社会の構築に寄与することを目的とし、その達成のための事業を行う。 関連公益法人

（一財） 高度情報科学技術
研究機構

情報科学技術に係る研究・技術開発及び科学技術分野の情報の調査収集などを総合的に推進するこ
とにより、学術及び科学技術の発展に寄与することを目的とし、その達成のための事業を行う。 関連公益法人

　予算  　　年度末人員（定年制職員数）

（年度）

（人）（億円）

2005

2,094

4,338

2006

2,004

4,248

2007

1,950

4,157

2008

1,954

4,078

2009

1,927

3,955

2010

1,886

3,948

2011

1,891

3,922

2012

1,770

3,892

2013

1,828

3,831

2014

1,954

3,741

2015

1,954

3,683

2016*

1,488

3,133

2017

1,568

3,104

2018

1,538

3,090

2019

1,549

3,090

2020

1,560

3,116

2016年4月1日
量子科学技術研究
開発機構発足

2005年10月1日　日本原子力研究開発機構発足

2021

1,554

3,109

2022

1,525

3,102

2023

1,551

3,090

2024

1,535

3,105

2025

1,541

3,078

0

1,000

2,000

3,000

4,000

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

* 量子科学技術研究開発機構発足に伴う人員・予算の減

会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネットワークに属す
る者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、それぞ
れ37百万円及び17百万円です。

①当事業年度中に完成した主要施設等
・幌延地下施設整備（500ｍ調査坑道）（6,548百万円）

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充
・原子力施設等の安全対策
・東京電力福島第一原子力発電所廃止措置等に向けた研究拠点施設の整備

③当事業年度中に処分した主要施設等
・なし

会計監査人の名称及びその報酬

重要な施設等の整備等の状況

人員・予算の推移

財務諸表附属明細書：
https://www.jaea.go.jp/about_JAEA/financial/

基本情報
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研究開発拠点等の所在地（2026年6月現在）

ウィーン事務所
Leonard Bernsteinstrasse 8/2/3407,

A-1220, Wien, AUSTRIA

Tel: +43-1-955-4012

パリ事務所
TOUR EGEE,9/11 Allee de l'Arche, 

92400 Courbevoie Paris, FRANCE

Tel: +33-1-42-60-31-01

ワシントン事務所
1201 Pennsylvania Avenue, NW, Suite 

240, Washington, D.C. 20004, U.S.A.

Tel: +1-202-338-3770

青森研究開発センター
〒035-0022

青森県むつ市大字関根字北関根400番地
Tel: 0175-25-3311（代表）

本部
〒319-1184

茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地1

Tel: 029-282-1122（代表）

原子力科学研究所
〒319-1195

茨城県那珂郡東海村大字白方2番地4

Tel: 029-282-5100（代表）

原子力安全・防災研究所
原子力科学研究所内
Tel: 029-282-5100（代表）

J-PARCセンター
原子力科学研究所内
Tel: 029-282-5100（代表）

核燃料サイクル工学研究所
〒319-1194

茨城県那珂郡東海村大字村松4番地33

Tel: 029-282-1111（代表）

大洗原子力工学研究所
〒311-1393

茨城県東茨城郡大洗町成田町4002番地
Tel: 029-267-4141（代表）

原子力緊急時支援・研修センター
〒311-1206

茨城県ひたちなか市西十三奉行11601番地13

Tel: 029-265-5111（代表）

幌延深地層研究センター
〒098-3224

北海道天塩郡幌延町字北進432番地2

Tel: 01632-5-2022（代表）

東濃地科学センター
〒509-5102

岐阜県土岐市泉町定林寺959番地の31

Tel: 0572-53-0211（代表）

敦賀事業本部
〒914-8585

福井県敦賀市木崎65号20番地
Tel: 0770-23-3021（代表）

新型転換炉原型炉ふげん
〒914-8510

福井県敦賀市明神町3番地
Tel: 0770-26-1221（代表）

高速増殖原型炉もんじゅ
〒919-1279

福井県敦賀市白木2丁目1番地
Tel: 0770-39-1031（代表）

原子力緊急時支援・研修センター
（福井支所）
〒914-0833　
福井県敦賀市縄間54号大西平6番2

Tel:  0770-20-0050（代表）

福島廃炉安全工学研究所
廃炉環境国際共同研究センター
（富岡）〒979-1151

福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚790-1

Tel: 0240-21-3530（代表）
（南相馬）〒975-0036

福島県南相馬市原町区萱浜字巣掛場45-169

福島県環境創造センター環境放射線センター内
Tel: 0244-25-2072（代表）

楢葉遠隔技術開発センター
〒979-0513

福島県双葉郡楢葉町
大字山田岡字仲丸1-22

Tel: 0240-26-1040（代表）

大熊分析・研究センター
〒979-1301

福島県双葉郡大熊町夫沢字北原5

Tel: 080-4651-1911（総務課直通）

いわき事務所
〒970-8026

福島県いわき市平字大町7番地1

平セントラルビル8階
Tel: 0246-35-7650（代表）

人形峠環境技術センター
〒708-0698

岡山県苫田郡鏡野町上齋原1550番地
Tel:  0868-44-2211（代表）

東京事務所
〒100-8577

東京都千代田区内幸町2丁目2番2号
富国生命ビル19階
Tel: 03-3592-2111（代表）

播磨放射光RIラボラトリー
〒679-5148

兵庫県佐用郡佐用町光都1丁目1番1号
Tel: 0791-58-0822（代表）

基本情報
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グリーン契約 

原⼦⼒機構では、グリーン購入法*1に基づき、環境物品等（環境負荷の低減に資する製品・サービス）の調達の
推進を図るための方針を定め、環境物品等の調達*2に努めています。 
また、環境配慮契約法*3に基づき、電気の供給に係る契約、⾃動⾞の賃貸借に係る契約、建築物の設計、維持管

理及び改修に係る契約並びに産業廃棄物処理に係る契約において、裾切り⽅式⼜は総合評価落札⽅式を⽤いた環
境に配慮した契約（グリーン契約）を実施しています。2025 年度の環境配慮契約の実績については、別途公表*4

しています。 

環境配慮活動研修会の実施 

各事業所における環境配慮活動の促進・活性化及び
担当者の知識・技能の向上を目的として、原子力機構
では毎年、環境配慮活動研修会を開催しています。 

2025年度も、例年と同様に外部講師によるウェビナ
ー形式で実施し、導入教育及び実務教育の計2回開催
しました。導入教育には環境配慮活動に従事する者及
び今後従事する可能性のある者など約100名、実務教
育には実務担当者を中心に約 80 名が参加し、環境関
連法令の動向や環境配慮活動の推進に必要な知識、実
務上の留意事項等について理解を深めました。 
また、研修後には理解度テスト及びアンケートを実施し、受講内容の定着と理解度の向上を図るとともに、参

加者からの意見・要望を今後の研修内容の改善に活用しています。これらの取組を通じて、環境配慮活動担当者
の資質向上及び各事業所における環境配慮活動の推進に努めました。 

2025年度の環境配慮活動研修会 

教育 開催日 概要 参加人数 

導入教育 10月9日 法令教育（法の趣旨や背景を中
心に環境配慮活動の必要性や
法整備の経緯） 

法令遵守研修（温対法*5、省エ
ネ・非化石転換法*6 フロン排出
抑制法*7、廃棄物処理法*8等） 

約100名 

実務教育 11月6日 約80名 

＊1グリーン購入法：「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（平成12年法律第100号） 
＊2グリーン購入法に基づく調達に係る2025年度実績：  
＊3環境配慮契約法：「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律」（平成19年法律第56号） 
＊4環境配慮契約法に基づく対応に係る2025年度実績：  
＊5温対法：「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第117号） 
＊6省エネ・非化石転換法：「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」（昭和54年法律第49号） 
＊7フロン排出抑制法：「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」（平成13年法律第64号） 
＊8廃棄物処理法：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和45年法律第137号） 

（https://www.jaea.go.jp/about_JAEA/environment/） 

（https://www.jaea.go.jp/for_company/supply/green/） 
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